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継続事業評価シート 評価実施日     令和2年3月31日　 令和元年度（3年目）

事業コード 10 事業名 財務会計活用型支援強化事業 戦略コード 1 戦略名 育て・挑戦を支える商工会

企業振興部 担当課名 経営支援課 担当課長名 佐々木隆太 施策コード 5 施策名

平成29年度に「新たな記帳指導方針」を策定し、統一様式による簡易診断レポートの作成と提供という全県共通の支援体制が整備できた。

記帳継続指導の財務会計活用型への変革

【事業内容】

１．事業実施当初の背景

これまでの記帳指導は、事業者の基礎的な日々の記帳から、決算・申告までを支援する税務指導を中心に行ってきた。しかし、事業者を取り巻く環境が大きく変化している中、その経営課題
に対し、解決策を見出し提案していくきめ細やかな個社支援が求められている。

２．事業のねらい

商工会が日々の記帳から把握している計数等により事業者の経営状態を読み取り、経営計画の策定を支援するほか、計画の進捗状況を把握し、実行を支援する経営指導と一体となった
「財務会計活用型」の新たな記帳指導を推進する。

担当部名

４．昨年度の評価（対応方針）に対する対応

簡易診断レポートの定期的な提供を習慣づけるため、職員会議等を活用して周知活動を実施する。

取組コード 必要性 有効性

３．これまでの評価結果 過年度 - Ｂ

効率性 総合評価実績取組

18 a a a Ａ

Ｂ

20 a b a Ｂ

19 a c b

記帳継続指導マニュアルへ財務会計活用型の支援方法について追加することを検
討しているが、実行に至っていない。

「商工会財務戦略アドバイザー検定」新規資格取得2名。

平成29年度に「新たな記帳指導方針」を策定し、簡易診断レポートの作成等財務会
計活用型の記帳指導を実施している。

新記帳指導方針の策定・実施

職員の資格取得の推進

財務会計活用型支援の実行に向けた具体的な取
組

Ｂ21 a b a統一様式による簡易診断レポートの作成と提供を実施している。財務データを活用した経営改善提案の実施

財務データを活用した経営改善提案の実施 指標名

評価指標と実績　　　達成度：　a（達成率が100％以上）、b（100％未満80％以上）、ｃ（80％未満）

取組コード 19 取組コード 21 取組コード

年度 H29 H30 R1 R2 R3

指標名 職員の資格取得の推進 指標名

年度 H29 H30 R1 R2 R3年度 H29 H30 R1 R2 R3

目標 500 1,000 1,300 1,600 2,000

実績 11 11 13

目標目標 5 10 20 30 50

実績実績 515 975 1,296

達成率 103% 98% 99.7%

達成度 a a c

達成率達成率 220% 110% 65%

達成度 a ｂ b

定期的な簡易診断レポートの提供を習慣づけ、財務会計活用型の記帳指導を全県同水準で実施していくために、職員の教育体制を充実させる必要がある。

４．今後の対応方針（改善点）

職員の意識改革や能力開発、OJTをより一層推進するため、基準となる記帳継続指導マニュアルの改訂を進める。

【取組評価】

〈コスト縮減に向けた具体的な取組内容または取り組んでいない理由〉

簡易診断レポートは、フォーマットが統一されているため、職員の指導レベルの平準化と時間的コストの削減が図られている。

２．総合評価・理由   A（順調）３つの観点の評価結果が すべてa判定の場合   B（概ね順調）Ａ、Ｃ以外の場合   C（改善が必要）３つの観点の評価結果がｃ判定２つ以上の場合 Ｂ

「新たな記帳指導方針」の策定により、全県統一の簡易診断レポートの作成と提供という支援体制を整備でき、財務会計活用型の記帳指導の実践につながっている。

３．課題

【有効性の観点】　事業目標の達成状況                                          【取組評価】の有効性が　a（すべてa判定の場合）　　ｂ（a,c以外の場合）　　ｃ（ｃ判定6割以上の場合） b

〈事業の目標は達成されているかどうか〉

「簡易診断レポート」の作成と提供による財務会計活用型の支援体制は定着しつつある。また、「商工会財務戦略アドバイザー検定」については、消費税の軽減税率等制度改正を受け全国
的に合格者が減少する中、事前に研修会を実施するなどの環境整備を行った結果、2名の資格取得につながったが目標達成には至らなかった。

【効率性の観点】　コスト（金銭・時間・人材）縮減のための取組状況       【取組評価】の効率性が　a（すべてa判定の場合）　　ｂ（a,c以外の場合）　　ｃ（ｃ判定6割以上の場合） b

【事業評価】

１．３つの観点からの評価

【必要性の観点】　現状の課題に照らした妥当性                               【取組評価】の必要性が　a（すべてa判定の場合）　　ｂ（a,c以外の場合）　　ｃ（ｃ判定6割以上の場合） a

〈評価の理由〉

新たな記帳指導方針に基づく「簡易診断レポート」を有効活用した財務会計活用型の経営支援は、事業者の複雑な経営課題に迅速かつきめ細やかに対応するためにも必要性は高い。

達成度


